
「地図から消される街」

朝日新聞 青木美希

２０１８年１１月５日 日本医学ジャーナリスト協会賞受賞記念シンポジウム

札幌生まれ、札幌育ち。北海道大学法学部卒業。
1997年、北海タイムス（本社札幌・旭川）入社、基本給１２
万８千円→入社１年半で休刊。
98年に北海道新聞入社。北海道警裏金問題（警察幹部が捜査

につかう税金を交際費などに流用。約１０億円が国庫などに
返還される）を手がける。
2010年に朝日新聞に入社し、東京本社社会部に所属。原発事

故検証企画｢プロメテウスの罠｣に参加、「手抜き除染｣報道を
手がける。北海道警裏金問題、プロメテウスの罠、手抜き除
染の報道はそれぞれ取材班として新聞協会賞を受賞した。

近著「地図から消される街」（講談社現代新書）は９月に貧
困ジャーナリズム大賞２０１８を受賞



福島の現状
• ７年たち、「終わったこと」に。避難指示がでなかった地域と２０
１４年に解除された田村市、川内村の一部の計１万２千世帯以上の
住宅提供が昨春打ち切り。今年３月には楢葉町、来年３月には飯舘
村や南相馬市などと打ち切り対象が段階的に広がり、再来年３月に
は帰還困難区域７００世帯を含めた打ち切りが決まった。

• 生活困窮に陥っている方々がいる。東京都の調査では、打ち切り後
も都内に残った世帯は7割近く。その３割近くが世帯月収１０万円未
満。「生活が維持できるのか不安だらけ」「家族が多く、生活資金
が不安」との声が上がる。都内の家賃は福島の３倍。

• 今年２月の都の調査（６００世帯回答）でも避難世帯の収入は「１
００万円未満」（２２％）が最多、次いで「２００～３００万円」
（２１％）。

被害は⼆極化。深刻に
•福島県の調査では、県外避難者のうつ、不安障害の傾向が高い
人は９・７％と全国平均（３％）の３倍以上だった（回答者３
万７千人）。

•分析した県立医大の前田正治教授「震災から時間がたち、声が
上げられない一方で支援が縮小していく。二極化が起きている。
飲酒や自殺が心配」→震災関連自殺は２０１６年２２人、２０
１７年２６人と増加。２０１７年には新潟の中学生が、東京の
５４歳の母親が自殺。２０１８年４月にも年金生活者と無職の
男性計３人が自殺。７月にも２０代の男性。計２１５人。



原発事故から７年半
いまでも影響は続いている。







浪江小学校グラウンド（２０１８年３月２２日撮影。町立小学校の小学生は

１１００人超→１１人に）

昨春に４町村（浪江町、飯舘村、川俣町、富岡
町）の避難指示が解除されたが
帰還率は解除後１０カ月たっても



４・３％。

浪江町住民意識調査（２０１７年１２月実施、 ４０９２世帯回答）



避難者数は約５万７千人（９月１１日現在）。 ４７都道府県に



高校３年だった少年は原発事故と地震被害でいわき市から一家
で都内に避難し、都営住宅に落ち着いた。大学をめざして勉強中
だった。両親と兄妹の計５人で暮らす。

「先生になりたい」
大学が設けた被災者支援制度を使い、都内の私大に授業料半額

で通った。半額の授業料４１万円を飲食店や塾講師など三つのア
ルバイトを掛け持ちしてまかない、家族の生活費も賄った。
だが、昨年度で支援制度が終わり、学費が払えず退学した。今春

から会社員に。

何ができるのか。

知ること。伝えること。忘れないこと。
割腹自殺した男性の兄（神奈川県在住）
「がんばって取材して残してください。

今野家これで終わり。弟がついで４代目だった。
田舎でいやだった。山ばっかりで早く出たかった。中学を

卒業して東京で働いていた。
ごみごみしててね。忙しいしね。盆暮れには戻ってきてい

た。ほっとする場所だった。
２０１１年に弟の自殺で戻った。瓦が全部落っこちてきてい

た。あばらやになってる。
もうなくなるよ。津島」



ありがとうございました。

【講演予定】
１１月１８日（日）午後１時 鹿児島大大学祭

鹿児島大学郡元キャンパス（鹿児島市郡元）
大学会館４階ホール

１１月２４日（土）午後２時
山形県米沢市置賜総合文化センター

１１月２５日（日）午後１時15分
文京区男女平等センター


